
・ 少子高齢化を伴う 人口減少の加速（ 本県人口100万人割れ）
若者・ 女性の県外転出

・ 人口減少下においても 、 実質県内総生産額や一人当たり 県民
所得は増加

・ 行政も 含め、 あら ゆる 分野における 人手不足の深刻化

・ 地方移住への関心の高ま り 、 多様な働き 方・ 暮ら し 方の拡大

・ 関係人口、 交流人口の拡大

・ 物価高騰の長 期化、 賃上げの動き の拡大

・ デジタ ル化の加速、 生成Ａ Ｉ 等の新技術の急速な普及

・ 気候変動の加速、 自然災害の頻発・ 激甚化

第４ 次山形県
総合発展計画の

基本目標

＜主な政策の方向性＞

・ 物価上昇を上回る 賃上げの普及・ 定着

・ 地方創生2.0の推進

・ 農林水産業の構造転換による成長産業化及び食料安全保障の確保

・ 海外活力の取り 込み（ 貿易・ 投資の拡大等）

・ 防災・ 減災、 国土強靱化の推進

・ 「 誰一人取り 残されない社会」 の実現（ 女性・ 高齢者の活躍等）

・ 外国人と の秩序ある 共生社会の実現 など

政府の政策動向

令和８ 年度 県政運営の基本的考え方
本県を 取り 巻く 情勢

「 経済財政運営と 改革の基本方針2 0 2 5 」

～「 今日よ り 明日はよ く なる 」 と 実感でき る 社会へ～

今後の施策展開の方向性

「 地方創生2 .0 基本構想」

～「 強い」 経済、 「 豊かな」 生活環境、 「 新し い日本・ 楽し い日本」 ～

＜地方創生の現状認識＞

・ 人口減少を受け止めた上での対応が必要

・ 国・ 地方公共団体の相互の役割の再検討が必要

＜政策の５ 本柱＞

・ 安心し て働き 、 暮ら せる 地方の生活環境の創生

・ 稼ぐ 力を高め、 付加価値創出型の新し い地方経済の創生

～地方イ ノ ベーショ ン創生構想～

・ 人や企業の地方分散

～産官学の地方移転、 都市と 地方の交流等によ る 創生～

・ 新時代のインフラ整備と ＡＩ ・ デジタルなどの新技術の徹底活用

・ 広域リ ージョ ン 連携

 第４ 次山形県総合発展計画後期実施計画では、 人口減少のス ピ ード の緩和と 人口減少に対応でき る 県づく り を

最重要課題と し て推進

 加えて、 県内各層や県民等の議論＊1を踏ま え、 重点化の方向性を整理

 県民のウ ェ ルビ ーイ ン グ ＊2の向上
県民が将来に明る い希望を持っ て、 快適に楽し く 住み続ける こ と のでき る 県づく り を 推進
恵まれた自然環境や優れた食文化など、 本県なら ではの豊かさ を活かし 、 デジタ ルも 活用し ながら 、 暮ら し の質をさ ら に高めて
いく と と も に、 性別や年齢等にかかわら ず、 誰も が自分の能力や可能性を発揮し て、 いき いき と 活躍でき る 環境を整備し ていく
こ と で、 県民の幸福度の向上を目指す。

 県内経済の持続的な成長
社会経済情勢の変化を チャ ン ス と 捉え、 生産性の向上や付加価値の増大を 推進
本県の産業に蓄積さ れてき た知識・ 技術や、 高いポテン シャ ルを有する 環境資産等の「 地域資源」 と 、 外部の人材・ 資本
等の「 国内外の活力」 の掛け合わせによ る 高付加価値な製品・ サービス 創出の促進や、 Ａ Ｉ ・ デジタ ルの徹底活用によ る
業務の効率化・ 高度化に取り 組み、 県民所得の向上を目指す。

 安全・ 安心な地域づく り
災害の頻発・ 激甚化や地域の担い手減少等を 踏ま え、 県民の安全・ 安心を 確保する ための取組みを 充実
地域の拠点機能の維持や医療提供体制の整備など 、 将来も 見据えた県民の生活環境の維持・ 向上を 進める と と も に、

Ａ Ｉ ・ デジタ ルも 活用し た防災対策や気候変動対策の強化など によ り 、 県民が安心し て暮ら せる 地域を 目指す。

⇒ こ れら によ り 地域に賑わいを 創出し 、 魅力を 高める こ と で、

若者・ 女性を はじ め、 多様な人材を 惹き つけ、 持続可能な山形を 実現にし ていく 。

※ 人手不足の深刻化を踏ま え、 市町村と の連携強化や民間活用などによ る 行政機能の維持・ 確保を進めていく

併せて、 県財政の厳し さ を踏ま えて、 行政事務の業務量の縮減や、 組織・ 業務の効率化を推進し ていく

基本的な考え方

○ 地域の次代を担う 子ども の教育環境の充実、 地域に愛着を 持ち、 将来も 地域に貢献でき る 人材の育成
○ 若者・ 女性が暮ら し やすい地域づく り に向けた、 無意識の思い込み（ アンコ ンシャ ス ・ バイ アス ） の解消
○ 多様な働き 方の導入・ 拡大やキャ リ ア支援、 志向に応じ た就業の場の拡大等によ る 若者・ 女性の活躍の推進
○ 出会い支援の強化や子育て世帯の経済的負担の軽減等によ る 、 結婚から 妊娠・ 出産、 子育てま で切れ目のない支援の充実
○ 障がい者や高齢者などの多様な社会参加・ 就労の促進、 健康寿命延伸に向けた取組みの推進
○ 外国人やその子ども が安心し て暮ら せる 生活・ 教育環境の整備、 多様なコ ミ ュ ニティ の創出など、 地域における 多文化共生の推進
○ 県民生活に楽し みや交流拡大をも たら す文化芸術・ ス ポーツの振興
○ デジタ ル技術の活用によ る 交通・ 医療等の生活必需サービス の維持・ 向上
○ 鉄道、 航空、 高規格道路、 港湾など、 利便性の高い広域交通ネッ ト ワ ーク の充実に向けた取組みの強化

１ 県民のウ ェ ルビ ーイ ングの向上に向けた取組みの推進

○ 産学官金の連携によ る 地域の産業を支える 人材育成の促進、 ス タ ート アッ プ企業の創出
○ 県内企業が行う 賃上げや働き 方改革の取組みの後押し など、 様々な主体が取り 組む人手不足・ 人材確保対策への支援
○ 留学生や産業界で活躍する 人材など、 外国人材の受入れの拡大・ 定着の促進
○ 「 ふる さ と 住民登録制度＊」 等を活用し た関係人口の創出・ 拡大
○ Ａ Ｉ ・ デジタ ルを活用し た幅広い産業の生産性向上、 地域内外の様々な関係者の連携・ 協働によ る イ ノ ベーショ ン創出の促進
○ 多様な地域資源を生かし た観光・ イ ンバウ ンド の受入れ拡大に向けた観光地の高付加価値化の推進
○ ス マート 技術の普及・ 開発等によ る 農林水産業の成長 産業化に向けた取組みの推進
○ 県産品や県産農産物のブラ ンド 力の向上、 海外展開や国内外への販路拡大等の推進
○ 洋上風力発電等の再生可能エネルギーの導入拡大を はじ めと する 、 脱炭素に向けた取組みの推進

２ 県内経済の持続的な成長 に向けた取組みの推進

○ 地域の暮ら し や生活サービス 拠点の維持・ 確保、 地域コ ミ ュ ニティ の維持・ 活性化
○ 持続可能な医療提供体制の確保に向けた地域医療構想の推進、 福祉・ 介護提供体制の確保
○ 流域治水対策や地域防災力の向上、 イ ンフラ の長 寿命化対策など、 ハード ・ ソ フ ト 両面から の災害対策の強化
○ 災害や異常気象等から 県民の命や暮ら し を守る 取組みの強化、 鳥獣被害対策をはじ め自然環境の変化への的確な対応・ 対策の推進
○ 市町村と の連携強化やデジタ ル等の新たな技術の導入など、 イ ンフラ 管理の省力化・ 効率化の推進
○ 鉄道、 航空、 高規格道路、 港湾など、 利便性の高い広域交通ネッ ト ワ ーク の充実に向けた取組みの強化（ 再掲）

３ 安全・ 安心な地域づく り に向けた取組みの推進
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山形県の人口と 県内総生産額の推移（ 2 0 1 2 年～2 0 2 2 年）

出典: 「 山形県の人口と 世帯数」 （ 県統計企画課） 、 「 山形県県民経済計算（ 令和4 年度） 」 （ 県統計企画課）

左軸: 生産年齢人口（ 万人）

右軸: 実質県内総生産額（ 兆円）

左軸: 人口（ 万人）

＊1 総合政策審議会、 やま がた未来共創会議、 『 県民ま んなか』 みら い共創カフ ェ 等

＊2 心や身体が健康で、 社会的・ 経済的に満たさ れている 状態

重点化の方向性

⇒ こ れら によ り 地域に賑わいを 創出し 、 魅力を 高める こ と で、

若者・ 女性をはじ め、 多様な人材を 惹き つけ、 持続可能なやま がたを 実現し ていく 。

＊政府が導入を検討し ている 制度で、 住所地以外の地域に継続的に関わる人を「 ふるさ と 住民」 と し て登録し 、 地域の担い手確保や地域経済の活性化等につなげていこ う と する仕組みのこ と

資　　 料 　　１
みらい企画創造部


